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第１章 調査の目的及び概要 

 

１ 調査の目的 

少子高齢社会が進展し、地域におけるコミュニティの重要性が増している現在において、身近な

買い物の場である商店街は、地域住民の交流の場を提供する「地域コミュニティの担い手」として

の役割が大きくなってきている。本調査は、市内商店街の空き店舗数や活動状況等の実態を定期的

に把握し、結果を分析することで、商店街振興施策のための基礎資料とするものである。 

 

２ 調査実施の方法 

（１）調査対象 

横浜市商店街総連合会加盟の全商店街289商店街を対象とした。 

 

（２）アンケート配布と回収 

アンケート票の配布・回収ともに郵送方式で行った。 

調査期間：平成24年11月～平成25年１月 

 

 

配布数 
Ａ 

回収数 
Ｂ 

回収率 
Ｃ＝Ｂ／Ａ 

289票 234票 81.0％ 

※無効票なし 

 

（３）アンケート調査の内容 

・商店街のタイプ、組織形態 ・商店街の会員数及び非加盟店舗数と非加盟理由 

・商店街の構成業種と不足業種 ・経営者が65歳以上の店舗数 

・駐車場の有無と経営主体 ・宅配サービスの実施状況等 

・商店街の活動内容 ・商店街活動に参加する会員の増減 

・商店街の悩み ・商店街の空き店舗数とその状況 

・事務職員の有無等 ・商店街の景況及び収入と支出 

 

（４）過去の調査との比較 

本調査の分析に際し、平成21年度に実施した「商店街実態調査」と比較が可能なものに関し、時

系列比較を行っている。本文中“平成21年度調査”と表記のあるものについては、上記調査を示し

ている。 

 

（５）グラフ中の構成比数値について 

本報告書のグラフ中の構成比数値は小数第二位を四捨五入し、掲載を行っている。したがって四

捨五入の関係で、構成比の合計値が100％とならない場合もある。 

表 1 アンケート配布・回収状況 
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第２章 調査結果 

 

１ 商店街の現状 

①商店街の規模は横ばいで、法人化は進んでいない 

・商店街タイプは近隣住民や区域内の住民が買い物をする「近隣型商店街」と「地域型商店街」が８

割以上を占めている。（図1-1） 

・商店街組織は７割以上が任意団体であり、その多くが法人化の意思なはい。（図1-2）（図1-3） 

・商店街に加盟しない店舗がある商店街は６割以上にのぼる。（図1-4） 

・商店街の会員数は、全商店街の６割以上が50店舗以下となっており、平成21年度実施の前回調査か

ら大きな変化はない。（図1-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近隣型商店街

64.1%

地域型商店街

22.6%

広域型商店街

6.4%

超広域型商店街

2.6%

無回答

4.3%

N=234

振興組合

1.7%

協同組合

14.5%

一般社団法人

1.3%

任意団体

75.6%

わからない

4.3%

無回答

2.6%

N=234

ある

4.5%

ない

79.7%

わからない

10.7%

無回答

5.1%

N=177

図 1-1 商店街のタイプ 図 1-2 商店街の組織形態 

図 1-3 任意団体の場合の今後の法人化の意向 

ある

66.2%

ない

30.8%

無回答

3.0%

N=234

図 1-4 商店街に加盟しない店舗の有無 

26.5%

26.1%

20店舗以下

36.8%

39.3%

21～50店舗

26.1%

22.8%

51～100店舗

9.0%

9.2%

101店舗以上

1.7%

2.6%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度調査

（N=234)

平成21年度調査

（N=272)

凡例

図 1-5 商店街の会員数 
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②商店街の構成店舗に生鮮３品は少なく、不足している業種であると感じている 

・商店街を構成する業種で多いのは飲食店や理容院・美容院などで、生鮮３品のいずれかがない商店

街は半数以上にのぼり、特に、小規模の商店街に生鮮３品の店舗がない場合が多い。（図1-6）（図

1-7） 

・不足業種は、平成21年度調査と同様に生鮮３品が上位３位を占めているが、その比率はやや減少し

ている。（図1-8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-8 不足業種 図 1-6 商店街の構成業種 

47.0%

36.8%

29.5%

40.2%

26.1%

34.2%

51.7%

48.3%

65.4%

41.5%

36.3%

63.7%

30.3%

41.9%

88.0%

86.8%

13.2%

44.9%

45.3%

39.3%

50.0%

66.2%

46.2%

18.8%

28.6%

19.7%

71.8%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

青果

精肉

鮮魚

惣菜

米穀

パン

和洋菓子

その他食品

医薬品・化粧品

日用雑貨

書籍・文具

衣料品

趣味・スポーツ用品

時計・メガネ・身回品

飲食店

理容院・美容院

ＣＤ・ＤＶＤ（レンタル含む）

コンビニ

家電用品

スーパー

エステ・整体

病院・診療所

金融機関（銀行等）

保育施設・託児所

学習塾

介護施設

その他サービス

無回答
N=234

41.9% 
41.9% 

60.7% 
52.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
20 店舗以下 
21 ～ 50 店舗 

51 ～ 100 店舗 
101 店舗以上 

青 果 

29.0% 
31.4% 

32.8% 
61.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
精 肉 

19.4% 
26.7% 

34.4% 
33.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
鮮 魚 

会 
員 
数 

25.6%

31.2%

36.8%

12.0%

1.7%

7.7%

5.1%

3.4%

2.6%

7.3%

8.1%

6.4%

3.0%

1.3%

6.0%

0.9%

0.4%

4.7%

3.8%

1.7%

0.4%

0.4%

1.3%

1.7%

0.0%

1.3%

0.4%

11.1%

7.7%

0.0%

12.0%

29.8%

38.2%

42.6%

22.1%

4.4%

14.0%

8.1%

8.5%

5.1%

9.2%

9.2%

7.0%

9.2%

6.6%

7.0%

0.4%

3.7%

4.4%

7.0%

3.3%

0.7%

2.2%

2.9%

2.6%

1.8%

2.2%

0.7%

5.1%

4.0%

4.8%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

青果

精肉

鮮魚

惣菜

米穀

パン

和洋菓子

その他食品

医薬品・化粧品

日用雑貨

書籍・文具

衣料品

趣味・スポーツ用品

時計・メガネ・身回品

飲食店

理容院・美容院

ＣＤ・ＤＶＤ（レンタル含む）

コンビニ

家電用品

スーパー

エステ・整体

病院・診療所

金融機関（銀行等）

保育施設・託児所

学習塾

介護施設

その他サービス

不足業種はない

わからない

その他

無回答

平成24年度調査

（N=234)

平成21年度調査

（N=272)

ＣＤ・ＤＶＤ 
（レンタル含む） 

図 1-7 生鮮三品の立地率（規模別） 



-4- 
 

③店舗経営者の半数以上が６５歳以上の商店街は全体の３割以上 

・経営者が65歳以上の店舗数の正会員数に占める割合（高齢化率）が50％以上の商店街は全体の３割

以上となっており、６つの商店街は正会員全員が65歳以上である。（図1-9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④来客用駐車場の設置率は増加傾向 

・来客用駐車場がある商店街は４割以上で、平成21度調査より７ポイント以上増加しており、泉区、

旭区、青葉区、中区、緑区、栄区、瀬谷区では半数以上の商店街に来客用駐車場がある。一方で、

鶴見区では10％台にとどまっている。（図1-10）（図1-11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0%

9.1%

10％未満

7.4%

10％以上

20％未満

10.0%

20％以上

30％未満

14.3%

30％以上

40％未満

13.9%

40％以上

50％未満

8.7%

50％以上

60％未満

11.3%

60％以上

22.2%

無回答

3.0%

N=230

40.2%

32.7%

ある

57.7%

62.1%

ない

2.1%

5.1%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度調査

（N=234)

平成21年度調査

（N=272)

凡例

16.7%

31.3%

28.6%

50.0%

27.3%

44.4%

40.0%

61.5%

46.2%

30.8%

45.0%

50.0%

57.1%

33.3%

33.3%

50.0%

66.7%

50.0%

40.2%

ある

83.3%

68.8%

66.7%

50.0%

72.7%

44.4%

60.0%

38.5%

53.8%

61.5%

45.0%

50.0%

42.9%

66.7%

66.7%

50.0%

33.3%

50.0%

57.7%

ない

4.8%

11.1%

7.7%

10.0%

2.1%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鶴見区（N=24)

神奈川区（N=16)

西区（N=21)

中区（N=22)

南区（N=11)

港南区（N=9)

保土ケ谷区（N=15)

旭区（N=13)

磯子区（N=13)

金沢区（N=13)

港北区（N=20)

緑区（N=8)

青葉区（N=14)

都筑区（N=6)

戸塚区（N=9)

栄区（N=6)

泉区（N=6)

瀬谷区（N=8)

横浜市平均（N=234)

凡例

図 1-9 高齢化率（経営者が 65歳以上の店舗数の正会員数に占める割合） 

図 1-10 来客用駐車場の有無 

図 1-11 来客用駐車場の有無（区別） 
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⑤「売上・来街者の減少」が最大の悩みだが、その割合は減少している 

・商店街の悩みとして「売上・来街者の減少」を約６割の商店街があげており、区別や商店街の規模

別でもその傾向は変わらないが、その割合は平成21年度調査と比べ約20ポイント減少している。 

 （図1-12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.8%

17.1%

18.4%

11.1%

30.8%

34.6%

8.1%

16.2%

9.8%

35.9%

28.6%

21.8%

13.7%

12.0%

17.9%

6.0%

1.3%

4.7%

78.2%

24.4%

13.2%

7.3%

32.5%

29.1%

10.7%

19.7%

11.5%

55.1%

40.6%

17.5%

16.2%

9.0%

23.9%

3.0%

1.3%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80%

売上・来街者の減少

店舗の老朽化

空き店舗・空き地の増加

街路灯・アーケード等の商業基盤施設の老朽化

魅力ある店舗の不足

業種のバランスが悪い

車社会への対応不足

大型店との競争

魅力あるイベントの不足

経営者の高齢化

後継者の不在

経営者の意欲低下

未加入店舗の増加

会費収入の減少・滞納の増加

会員の商店街活動に対する意欲の低下・退会者の増加

その他

悩みはない

無回答

平成24年度調査

（N=234)

平成21年度調査

（N=272)

図 1-12 商店街の悩み 
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⑥商店街の景況は７割が悪くなっていると感じているが、その割合は減少している 

・昨年と比べた商店街の景気は、71.4％が悪くなったと回答しているが、平成21年度と比較すると約

９ポイント減少している。（図1-13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦大きな収入は「会費・賦課金」、支出は「光熱費（街路灯・水道料金等）」 

・約８割の商店街が平成23年度決算書で占める割合の大きい収入として「会費・賦課金」をあげてお

り、支出においては約４割が「光熱費（街路灯・水道料金等）」、３割以上が「イベント関連費」

をあげている。（図1-14）（図1-15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6%

2.6%

良くなった

71.4%

80.1%

悪くなった

23.9%

15.4%

変わらない

2.1%

1.8%

未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度調査

（N=234)

平成21年度調査

（N=272)

凡例

78.6%

20.5%

7.3%

6.4%

6.8%

6.4%

6.4%

5.6%

4.3%

3.4%

6.8%

18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会費・賦課金

助成金（行政・団体）

イベント・売り出しの売上

家賃収入・会館使用料

手数料（カード・スタンプ

・共済・防犯・ごみ処理等）

イベント参加費・協賛金等

雑収入

駐車場・駐輪場収入

施設（アーケード・街路灯等）

維持管理費・補修分担金

広告収入・販売促進費

その他

無回答
N=234

41.0%

33.8%

21.8%

18.4%

10.3%

10.3%

10.7%

8.5%

8.1%

5.6%

5.1%

3.4%

3.0%

2.1%

1.7%

1.3%

1.3%

9.4%

18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

光熱費（街路灯・水道料金等）

イベント関連費

会費（区商連等）等

広告・宣伝・販売促進費

会議費

一般管理費（総務・事務・事業等）

施設維持・管理費（アーケード

・街路灯・防犯カメラ等）

人件費

地代・家賃

福利厚生費

交際費

施設整備費（アーケード

・街路灯・環境等）

駐車場関連費

ごみ処理費用

ホームページ管理費

借入金返済

公租公課

その他

無回答

N=234

図 1-13 商店街の景況感 

図 1-14 決算書において占める割合の大きい収入 図 1-15 決算書において占める割合の大きい支出 
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２ 空き店舗の状況 

①１商店街当たりの空き店舗数は2.68、空き店舗率は5.9％ 

・１商店街当たりの空き店舗数は2.68で、空き店舗率（空き店舗数/（正会員数＋空き店舗数））は5.9％

であった。（表2-1） 

 

 

 

 

 

 

 

②閉店前の業種は「飲食店」が第１位、３年以上空き店舗である物件は1/４ 

・閉店前の業種は飲食店が15.1％と最も多い。（図2-1） 

・３年以上前に空き店舗となった物件は全体の26.8％を占めている。（図2-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商店街数 
（無回答除く） 

空き店舗 
総数 

１商店街当たり 
空き店舗数 

正会員数＋ 
空き店舗総数 

空き店舗率 

228 611 2.68 9,756+611＝10,367 5.9％ 

2.3%
2.8%

2.0%
2.0%

1.3%
0.8%

2.3%
4.3%

2.5%
1.5%
1.1%

6.5%
0.8%

2.6%
15.1%

2.8%
0.2%
0.8%
1.1%

0.3%
0.7%
0.8%

0.3%
1.1%
1.0%

9.0%
34.0%

0% 10% 20% 30% 40%

青果

精肉

鮮魚

惣菜

米穀

パン

和洋菓子

その他食品

医薬品・化粧品

日用雑貨

書籍・文具

衣料品

趣味・スポーツ用品

時計・メガネ・身回品

飲食店

理容院・美容院

ＣＤ・ＤＶＤ（レンタル含む）

コンビニ

家電用品

スーパー

エステ・整体

金融機関（銀行等）

保育施設・託児所

学習塾

不動産

その他

無回答
N=611

１年以内

16.5%

１～２年

19.3%

３年以上前

26.8%分からない

3.6%

無回答

33.7%

N=611

表 2-1 １商店街当たり空き店舗数・空き店舗率 

図 2-1 閉店前の業種 図 2-2 空き店舗となった時期 
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③貸す意思のある物件は３割で、閉店からの期間が短いほど貸す意思は高い 

・空き店舗となった理由は「経営状態の悪化」の24.7％と「経営者の高齢化・後継者の不在」の20.0％

が多い。（図2-3） 

・家主が貸す意思のある空き店舗は30.9％で、閉店からの期間が短いほど貸す意思が高い傾向がある。 

 （図2-4）（図2-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.7%

20.0%

1.1%

0.5%

6.4%

7.5%

2.6%

37.2%

0% 10% 20% 30% 40%

経営状態の悪化

経営者の高齢化・後継者の不在

店舗・設備の老朽化

区画整理・再開発

他地区への移転

わからない

その他

無回答
N=611

貸す意思がある

30.9%

貸す意思がない

9.8%

わからない

18.8%

無回答

40.4%

N=611

60.4%

47.5%

40.2%

13.6%

45.8%

貸す意思がある

8.9%

8.5%

22.6%

18.2%

14.5%

貸す意思がない

19.8%

25.4%

30.5%

59.1%

27.8%

わからない

10.9%

18.6%

6.7%

9.1%

11.9%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年以内（N=101)

1～2年（N=118)

3年以上前（N=164)

分からない（N=22)

全体（N=413)

凡例

図 2-3 閉店前の業種 図 2-4 貸す意思の有無 

図 2-5 貸す意思の有無 （空き店舗となった時期別） 

■参考 本調査における空き店舗の定義 

商店街の主要な通りの建物の１階部分 *1 に位置し、以前、店舗として利用された建物で、廃業・移転等によ

り現在は空き店舗となっているもの。駐車場・一般住宅・空き地になった場合は除く。（次の利用者が現れるま

で暫定的に車庫や物置等として使用しているものは含む。） 

*1 商業用ビル等、多階層にわたって商店街エリアが広がっている場合は、建物の１階には限りません。 
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３ 商店街活動について 

①今後取り組むべきと考えている活動について実施に向けて検討している割合は低い 

・現在の商店街の活動内容は、街路灯･アーケード等商業基盤施設の維持・管理や地域交流イベントの

開催（祭り等）、防犯・防災活動、中元・歳末期セール(福引等)が５割以上と多く、平成21年度調

査に比べ増加傾向にあることから、積極的な商店街活動が行われていることが推測できる。（図3-1） 

・今後取り組むべきと考えている活動として、宅配サービスの実施、商店街会員による勉強会開催の

割合が多いが、実施に向けて検討している割合は低い。（図3-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 現在の活動 

図 3-2 今後取り組むべきと考えている活動 

 

※は、平成 21 年度調査では選択肢がなかった項目 

※ ※ ※ 

N=234 
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②商店街活動に参加する会員は減少傾向にある 

・最近３年間での商店街活動に参加する会員は、41.9％が減ったと回答しており、特に規模の小さな

商店街ほど減少傾向にある。（図3-3）（図3-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増えた

11.5%

減った

41.9%

変わらない

44.4%

わからない

0.4%

無回答

1.7%

N=234

図 3-3 商店街活動に参加する会員の増減 

4.8%

10.5%

18.0%

14.3%

増えた

43.5%

51.2%

37.7%

19.0%

減った

48.4%

38.4%

42.6%

61.9%

変わらない

1.6%

わからない

1.6%

1.6%

4.8%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20店舗以下（N=62)

21～50店舗（N=86)

51～100店舗（N=61)

101店舗以上（N=21)

凡例

図 3-4 商店街活動に参加する会員の増減（会員数別） 
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③宅配サービス・出張販売の実施は少なく、将来的な開始の意向も低い 

・宅配サービスまたは出張販売の実施状況は低く、大規模商店街であるほど実施していない割合は高

くなっている。また、実施している商店街については継続の意向は高いものの、実施していない商

店街については将来的なサービス開始の意向は低い。（図3-5）（図3-6）（図3-7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④専従事務職員がいる商店街は少なく、事務作業の負担感は大きいものとなっている 

・専従事務職員がいる商店街は22.6％と少ないが、専従の事務職員がいない場合の事務作業の負担感

は半数の商店街が大きいと感じている。（図3-8）（図3-9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宅配サービスのみ

実施している

13.7%
出張販売のみ

実施している

0.4%

どちらも

実施している

1.7%

どちらも実施

していない

79.1%

無回答

5.1%

N=234

これからも継続する

89.2%

その他

2.7%

無回答

8.1%

N=37

ある

10.3%

ない

29.2%

わからない

25.9%

無回答

34.6%

N=185

いる

22.6%

いない

75.2%

無回答

2.1%

N=234

非常に

大きい

16.5%

大きい

33.5%
小さい

17.6%

負担に感じ

ない

26.1%

無回答

6.3%

N=176

図 3-5 宅配サービスまたは出張販売の実施の有無 図 3-6 宅配サービスまたは出張販売の継続の意思 

 

図 3-7 将来的な開始の意向 

 

図 3-8 専従事務職員の有無 

 

 

図 3-9 専従事務職員がいない場合の事務作業の負担感 
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調査票 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

商店街名  

商店街所在地  

ご回答者役職・氏名  

連絡先電話番号  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年１１月 

各商店街会長・理事長 各位 

                                                        

横浜市経済局局長 

 日頃から横浜市政に深いご理解・ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 さて、経済局では３年ごとに商店街実態調査を行っており、前回の２１年度調査に引き続き、商店街振興

施策全般の基礎的資料として、商店街のアンケート調査を実施いたします。 

 お忙しいところ大変恐縮ですが、調査票にご記入いただき返信用封筒をご利用の上、１１月１９日（月）

までにご投函ください。（切手は必要ありません） 

 なお、この調査票の取扱につきましては、秘密を厳守して商店街振興施策目的以外には使用いたしません。

ぜひ、ご協力をお願いいたします。 

平成 24年度 横浜市商店街実態調査 調査票 

 １ 近隣型商店街 ： もっぱら近隣住民が徒歩、自転車で来街して日常の買い物をする商店街 

２ 地域型商店街 ： 鉄道駅に近接し、もっぱら区内の住民が徒歩、自転車、バス等で来街して日

常の買い物をする商店街 

３ 広域型商店街 ： 鉄道駅に近接し、百貨店、量販店等を含む大型店があり、もっぱら電車や自

動車による区内外からの来街者が多い商店街 

４ 超広域型商店街 ： 鉄道駅に近接し、有名専門店、高級専門店を中心に構成され、市外も含む遠

距離からの来街者が多い商店街 

 １ 振興組合   ２ 協同組合  ３ 一般社団法人  ４ 任意団体  ５ わからない 

 

     

１ ある   ２ ない   ３ わからない 

 正会員（      ）名   準・賛助会員（      ）名  その他（      ）名 

 はじめに、貴商店街の名称、ご連絡先等をご記入ください。 

 問１ 貴商店街のタイプについて該当すると思うものひとつに○をつけてください。 

 問２－２ 任意団体の場合、今後法人化の意向はありますか。 

 問２ 貴商店街の組織形態について該当するものひとつに○をつけてください。 

 問３ 貴商店街の会員数は何名ですか。 

 問４ 商店街エリア内に加盟しない店舗はありますか。ある場合、店舗数とその理由をご記入ください。 

 １ ある（    ）店舗  理由（                          ） 

２ ない 
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業種・業態 店舗数 業種・業態 店舗数 業種・業態 店舗数 

 1 青果   2 精肉   3 鮮魚  

 4 惣菜   5 米穀   6 パン  

 7 和洋菓子   8 その他食品   9 医薬品・化粧品  

10 日用雑貨  11 書籍・文具  12 衣料品  

13 趣味・スポーツ用品  14 時計・メガネ・身回品  15 飲食店  

16 理容院・美容院  17 ＣＤ・ＤＶＤ(レンタル含む)  18 コンビニ  

19 家電製品  20 スーパー  21 エステ・整体  

22 病院・診療所  23 金融機関（銀行等）  24 保育施設・託児所  

25 学習塾  26 介護施設  27 その他サービス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 問７ 貴商店街を構成する店舗の中で、経営者が 65歳以上の店舗はいくつありますか。 

         ※分かる範囲で結構です。 

  （        ）（        ）（        ） 

 問６ 現在、貴商店街において不足していると感じている業種・業態は何ですか。  

該当するものを問５の中から３つまで選んで（  ）内に番号を記入してください。 

         ※問５の選択肢以外の業種が不足している場合にはその業種名を、不足している業種がない場合には「な

し」、不足している業種が不明な場合には「わからない」と記入してください。 

 問５ 現在、貴商店街を構成する店舗の数を業種・業態毎にご記入ください。 

  （        ）店舗 

 １ ある   ２ ない    

 

     １ 商店街の直営   ２ 商店街以外の経営   ３ 商店街の直営とそれ以外の両方 

 問８－２ ある場合、その経営は誰によるものですか。 

 問８ 貴商店街には来店客用の駐車場がありますか。 

１ 中元・歳末期セール(福引等)  ２ セール(中元･歳末期以外) 

３ ポイントカード・スタンプの発行 ４ 駐車場･駐輪場の運営 

５ 共同店舗の運営 ６ 宅配サービスの実施 

７ 商店街ホームページの開設・運営  ８ 地域交流イベントの開催（祭り等） 

９ 瓦版など広報誌の発行  10 空き店舗へのテナント誘致 

11 商店街女性部・青年部の組織化 12 商店街会員による勉強会開催 

13 街路灯･アーケード等商業基盤施設の維持・管理  14 防犯・防災活動 

15 緑化・清掃活動など環境に関する取組 16 商店街マップの作成 

17 その他（                  ） 18 特にない 

 問９ 貴商店街の商店街活動内容について該当するもの全てに○をつけてください。 

 問９－２ 貴商店街が今後取組むべきと考えている活動について、問９より該当するものを３つまで選び

（  ）内に番号を記入してください。 

           また、取組むべきと考えている活動の中で既に実施に向けて検討しているものがあれば、記入し

た番号の下段の（  ）内に○を付けてください。 

 取り組むべき活動の番号を記入 （      ）（      ）（      ） 

                   ↓       ↓       ↓ 
検討している活動に○を記入  （      ）（      ）（      ） 
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ア）閉店前の業種 イ）空き店舗となった時期 ウ）閉店の理由 エ）家主の意思 

下の欄外の選
択肢から該当す
るものをひとつ選
び、番号を記入し
てください。 

１ １年以内 
２ １～２年前 
３ ３年以上前 
４ わからない 

下の欄外の選択肢から該当するもの
をひとつ選び番号をご記入下さい。 

※「その他」の場合は具体的内容をご
記入ください。 

１ 貸す意思がある 
２ 貸す意思がない 
３ わからない 

※（回答例）以前は飲食店で、後継者がいないため、約２年前（平成 22 年）に閉店。家主が次の借り手を探している場合。 

例 15 １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗①  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗②  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗③  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗④  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗⑤  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗⑥  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗⑦  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗⑧  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗⑨  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

空き店舗⑩  １  ２  ３  ４ １  ２  ３  ４  ５  ６  ７（       ） １  ２  ３ 

 １ 増えた   ２ 減った  ３ 変わらない  ４ わからない 

 問 10 最近３年で、商店街活動に参加する会員は増えましたか。 

１ 売上・来街者の減少  ２ 店舗の老朽化  ３ 空き店舗・空き地の増加 

４ 街路灯・アーケード等の商業基盤施設の老朽化  ５ 魅力ある店舗の不足 

６ 業種のバランスが悪い ７ 車社会への対応不足 ８ 大型店との競争 

９ 魅力あるイベントの不足  10 経営者の高齢化  11 後継者の不在 

12 経営者の意欲低下  13 未加入店舗の増加  14 会費収入の減少・滞納の増加 

15 会員の商店街活動に対する意欲の低下・退会者の増加 

16 その他（                      ） 17 悩みはない 

 問 11 現在、貴商店街ではどのような悩みがありますか。 該当するものを３つまで選び○をつけてください。 

 問 12 貴商店街における空き店舗は何店舗ですか。（ない場合は０（ゼロ）をご記入ください） 

※空き店舗とは… 

商店街の主要な通りの建物の１階部分 *1 に位置し、以前、店舗として利用された建物で、廃業・移

転等により現在は空き店舗となっているもの。駐車場・一般住宅・空き地になった場合は除く。（次の

利用者が現れるまで暫定的に車庫や物置等として使用しているものは含む。） 

*1 商業用ビル等、多階層にわたって商店街エリアが広がっている場合は、建物の１階には限りません。 

  （        ）店舗 

 問 13 空き店舗がある場合、各空き店舗の状況についてご記入ください。 

１青果 ２精肉  ３鮮魚  ４総菜 ５米殻  ６パン  ７和洋菓子 

８その他食品  ９ 医薬品・化粧品 10 日用雑貨 11書籍・文具 

12 衣料品 13 趣味・スポーツ用品 14 時計・メガネ・身回品 

15 飲食店 16 理容院・美容院 17 CD・DVD（レンタル含む） 

18コンビニ 19家電製品 20スーパー 21エステ・整体 

22病院・診療所 23金融機関（銀行等） 24保育施設・託児所 

25学習塾 26介護施設 27不動産   28その他 

１経営状態の悪化（売上の減少・大型店

との競争激化・家賃負担が大きい等） 

２経営者の高齢化・後継者の不在 

３店舗・設備の老朽化 

４区画整理・再開発  

５他地区への移転 

６わからない ７その他 
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質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 

１ 宅配サービスのみ実施している 

２ 出張販売のみ実施している 

３ どちらも実施している 

４ どちらも実施していない 

 問 14 貴商店街では宅配サービスまたは出張販売を行っていますか。該当するものに○をつけてください。 

１ これからも継続する ２ 縮小・廃止する予定 

３ その他（                        ） 

 問 14－２ 問 14で１～３と答えた方にお尋ねします。そのサービスの継続についてどうお考えですか。 

１ ある ２ ない ３ わからない 

 問 14－３ 問 14 で４「どちらも実施していない」にお尋ねします。将来的に宅配サービスや出張販売を

開始したいという意向はありますか。 

１ 需要がないから ２ 宅配サービスに適した業種の個店がないから 

３ 資金面の問題 ４ 人手不足 

５ その他（                           ） 

 問 14－４ 問 14 で４「どちらも実施していない」にお尋ねします。宅配サービスや出張販売を実施しな

い理由はなんですか。該当するもの全てに○をつけてください。 

１ 良くなった ２ 悪くなった ３ 変わらない 

 問 15 昨年と比べて現在の貴商店街の景気はどうなったと感じられますか。 

 １ いる   ２ いない 

 

     

 

１ 非常に大きい   ２ 大きい   ３ 小さい   ４負担に感じない 

 問 16－２ いない場合、事務作業（会議の資料作成、資料配布等）の負担が大きいと感じ

ますか 

 問 16 貴商店街には専従の事務職員がいますか。 

収 入  （           ）（           ）（           ） 

支 出  （           ）（           ）（           ） 

 問 17 貴商店街の収入と支出について、平成 23年度の決算書で占める割合の大きいものを３つご記入ください。 

 問 18 貴商店街の運営についてや、横浜市への要望などございましたらご自由にお書きください。 
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